
守山駅東口再整備基本計画策定業務  仕様書 

（業務目的） 

第１条 

現在守山市では、JR 守山駅東口において、人口や駅利用者の増加、さらに令和 7 年度に予定され

る民間企業研究開発拠点施設の整備・稼働を契機として、守山駅周辺における中心拠点形成の一端

を担う駅東口周辺の土地利活用推進を目指しており、令和 4 年度には、今後の駅東口再整備に向け

た議論を進めていくための基礎資料となる基本構想を策定した。 

本業務では、令和 4 年度に策定した「守山駅東口再整備基本構想」をふまえて、市民、駅利用者の

意見や関係者、関係機関、さらには民間事業者等関係各者の意見を踏まえながら「(仮称)守山駅東

口再整備基本計画策定委員会」において議論を深め、行政および関係各者と共有される整備計画を

立案すると共に、実現に向けた整備手法や事業スキームを検討し、駅西口との連携を含めた、守山

駅東口としての再整備基本計画を策定することを目的とする。 

 

（履行期間） 

第２条 

業務の履行期間は、契約締結日から令和 6 年 3月 31日までとする。 

（業務対象区域） 

第３条 

業務対象区域は、JR 守山駅東口を中心とする周辺とし、本業務の目的達成に必要と考える範囲を

対象区域とする。 

（業務項目及び内容） 

第４条 

１．再整備基本計画策定業務 

（１）計画対象地区の設定 

令和 4 年度業務の計画対象地区を基本に、測量業務成果を踏まえて地区界を設定し、基本計

画策定の対象地区として確認する。 

（２）アンケート調査等の実施 

守山駅周辺の現状に対する評価や求められる機能、要望等を把握するために市民（無作為抽

出による 2,000 人）や駅利用者などを対象としたアンケート調査を実施するなかで、最適な手

法の検討や、調査票作成、配布、回収、結果の集計・解析を行う。（無作為抽出は市で行う） 

なお、具体的な内容や、その他の手法などについては、プロポーザル方式の手続きにおいて

提出された企画提案（特定テーマ１）の内容を踏まえて、協議のうえ決定する。 

（３）駅東口に求められる機能の検討 

①駅東口の現況・課題 

対象地区、及び周辺の現況、動向、さらには想定される守山駅東口の駅勢圏の動向等を把握

し、守山駅東口の再整備の必要性と課題を整理する。 



②再整備のコンセプト 

人口、交通、商業、まちづくり等の視点から見た守山市の特徴や、上位計画・関連計画による

守山駅周辺としての位置づけを整理すると共に、その中で駅東口に求められる役割、再整備の

コンセプトを設定する。なお、コンセプトの設定にあたっては、市民、駅利用者の意見も踏ま

えて市民と共有できるコンセプトとする。 

③導入機能の検討 

再整備のコンセプトに基づき、守山駅西口周辺との機能分担・連携を検討するなか、市民、

駅利用者の意見をふまえ、駅東口(計画対象地区)に整備、導入すべき各種都市機能を検討する。 

④民間活力による施設立地の可能性検討 

「複合機能施設立地の可能性」と「新たな企業誘致促進」について、民間事業者の進出意向

調査を行うにあたり、調査手法（アンケートやヒアリングなど）を検討するとともに、聴取項

目・聴取先等を決定し、意向調査及び聴取関連資料を作成する。また、様々な企業から意向調

査を実施し、調査結果を分析・整理するとともに、事業実現に向けた条件整理を行う。 

なお、具体的な内容については、プロポーザル方式の手続きにおいて提出された企画提案（特

定テーマ２）の内容を踏まえて、協議のうえ決定する。 

⑤都市機能ゾーニング、アクセス動線の検討 

整備、導入すべき機能や民活による機能施設立地の可能性や、令和 4 年度業務の「将来土地

利用ゾーニング」を踏まえて、導入機能の配置について概ねの位置、規模の検討・検証をする

と共に、駅東口としての整備される各機能施設利用や JR 守山駅、駅西口周辺と連携させるため

の歩行者、自転車等のアクセス動線について検討する。 

なお、アクセス動線の検討にあたっては、特に駅東口の駐車場と駐輪場の配置・利用動線や、

駅舎自由通路の拡張、既存地下道の取扱い、新たなデッキ整備等を含めて歩行者、自転車動線

確保のあり方を検討する。 

（４）交通結節機能施設の検討 

①駅東口交通広場（ロータリー）の検討 

交通結節機能として要となる駅東口交通広場について、令和 4 年度業務における駅東口ロー

タリー整備計画案を参考に、交通事業者の意向や、市民、駅利用者の意見等を踏まえるなか、

対象区域内の施設整備の内容や規模などを勘案して、最適なロータリーの規模、形状、レイア

ウトを検討する。 

②交流空間（憩いの広場）の検討 

交通広場と一体的に交流空間として確保する憩いの広場について、市民、駅利用者の意見等

を踏まえ、空間形成のあり方（利活用イメージ）、規模、施設形状を検討する。 

③歩行者、自転車通行施設の検討 

「（３）⑤都市機能ゾーニング、アクセス動線の検討」で検討した、歩行者、自転車動線を確

保するための通行施設整備について位置、形状を検討する。 

（５）整備計画図の作成 

各機能施設検討を踏まえて整備計画図、及び周辺空間を含めた完成イメージパース（ＣＧ）

を作成する。 



イメージパースについては５枚程度とし、角度や範囲については、協議のうえ決定する。な

お、 (仮称)守山駅東口再整備基本計画策定委員会などの資料として必要な場合は、その時点の

イメージパースを示すこと。 

（６）実現に向けた検討 

①整備(事業)手法の検討 

整備計画図の実現に向けて、土地所有者、参画企業、守山市の官民相互のメリットが発揮で

きる整備(事業)手法について、区画整理や再開発などの多様な官民連携のスキームを整理し、

長所や短所を比較するなかで選定する。 

②概算整備費の検討 

各施設整備に対する概算費用を算出すると共に、施設立地や新たな企業誘致に向けた土地活

用地の創出も含めた全体の費用に対する土地所有者、参画企業、守山市の費用負担のあり方に

ついて、補助金の活用を含めて「（６）①整備（事業）手法の検討」と連動させて整理し選定す

る。 

③段階的な整備プログラム 

選定した整備手法をベースに、実現に向けて次年度以降取り組むべき事項、スケジュールを

整備プログラムとして検討する。 

（７）基本計画の策定 

これまでの検討結果を踏まえて守山駅東口再整備基本計画としてとりまとめる。 

（８）基本計画策定委員会の運営支援および４者協議会にかかる資料作成 

基本計画の策定にあたって、関係団体等で構成する「(仮称)守山駅東口再整備基本計画策定

委員会」を設置（１５名前後、年５回程度）し、意見の聴取を行うため、それにかかる下記の項

目について、運営支援を行う。 

なお、開催場所は原則守山市役所または市内公共施設の会議室とし、オンラインと両方で開

催する。また、委員謝礼（原則、大学教授クラス 14,000 円/回、大学助教授クラス 10,000 円/

回、その他 5,000円/回）、委員交通費については委託費に含まれている。 

・委員との連絡調整および謝礼等の支払い 

・委員会の配布資料の作成・印刷 

・委員会事務局の支援 

・議事録（要旨および文字おこし）の作成 

・その他、会議等の運営に必要な事項 

また、対象区域内の地権者が集まる４者協議会（年５回程度）において、必要となる資料の

作成を行う。 

 

２．測量業務 

基本計画策定にあたり、現況測量により計画対象地区および周辺の現況図を作成する。 

（１）基準点測量 

公共測量作業規程等に従い、多角方式により 3 級、4 級基準点を設置して基準点網図を作成



する。求める座標は世界測地系とし、設置する標識は金属標、鋲または合成樹脂杭を埋標する。 

（２）水準測量 

3 級、4級水準点測量の制度に準じて 3級、4 級基準点の標高を定める。 

（３）地上レーザ測量（現地測量） 

地上レーザスキャナを用いて「地上レーザ測量」により現地測量を行い、取得した三次元点

群データから、現況図を作成する。なお、数値図化で生じた判読困難な部分又は図化不能な部

分を現地測量にて補備し、数値地形図データの編集を行う。 

観測した三次元観測データは、標定点等を使用して平面直角座標系へ変換し、オリジナルデ

ータとするものとする。平面直角座標系への変換における水平位置の残差、標高較差の精度と

観測条件は下表のとおりとする。 

平面直角座標系への変換における 

水平位置の残差 

標高較差の精度 

(標準偏差) 
放射方向の観測点間隔 

50mm 10mm 50mm 

（４）設計条件 

各測量業務実施についての積算条件は下記によるものとする。 

基準点測量・水準点測量 伐採の有無 伐採無し 

地域による補正 市街地乙・平地 

基準点設置 基準点設置区分 地上埋設 

基準点区分 ３級基準点 

地域による補正 市街地乙・平地 

地上レーザー測量 作業計画部有無 有り 

評定点の設置・観測の有無 無し 

地上レーザ観測の有無 有り 

三次元点群データ編集の有無 無し 

三次元点群データファイルの作成 有り 

縦横断面ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ作成の有無 無し 

作業量に対する割合の有無 有り 

測定面積 0.028 ㎢ 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果品） 

第５条 

  本業務の成果品及び直接経費の支出を証明する書類として、以下を提出する。 

  ・守山駅東口再整備基本計画                        ２部 

  ・守山駅東口再整備基本計画（概要版）                   ２部 

  ・本業務で取得、利用または作成した資料                  ２部 

  ・上記および作成したイメージパースの電子データ（ＤＶＤ－Ｒ等の電子媒体） １式 

  ・直接経費支出証明（領収書等）                      １式 

  ・その他発注者が指示するもの                       １式 

 

（打合せ） 

第６条 

 本業務の打ち合わせは、業務着手時、中間時、成果品納入時、その他必要と認められる時の計５

回を予定するものとし、打合せ時には原則管理技術者が立ち会うものとする。また、受注者は常に

発注者と緊密な連絡をとり、適宜、十分な打ち合わせを行うとともに、作業の途中において中間報

告を求められたときは、直ちに報告を行わなければならない。なお、打ち合わせ記録簿は必ず作成

するものとする。 

 

（配置技術者） 

第７条 

 下記（１）から（３）に掲げる技術者を配した業務実施体制を構築すること 

（１）管理技術者 業務全体の管理及び総括を行なう者 

＜測量範囲＞ 

 ※今回の測量範囲には地下道内を含みます 

＜凡例＞ 

測量範囲 

地下道 



資格：技術士（総合管理部門（都市及び地方計画）または建設部門（都市及び地方計画）） 

 （２）照査技術者 成果品の内容について技術上の照査を行うもの 

 資格：技術士（総合管理部門（都市及び地方計画）または建設部門（都市及び地方計画）） 

 （３）担当技術者 業務の企画・提案、課題の検討等の実務的なマネジメントを行う者 

 

（疑義の解釈） 

第８条 

 本仕様書に定める事項について疑義が生じた場合、又は本仕様書に定めのない事項については、

「土木設計業務等共通仕様書」ならびに、発注者と受注者で協議の上、発注者の指示に従うものとす

る。 


